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　はじめに
　我が国は自然災害が発生しやすい災害大国である。大
規模な災害発生後に外部支援者の確保やライフラインの
復旧、医療・保健・福祉などのサービスが再開するのは、
一般的にフェーズ2の段階だと言われている1）。在宅要介
護者は自らの生命を守るための避難行動が困難であり、
環境等の変化により健康状態の悪化やその回復に時間を
要することから、災害時の健康状態悪化のリスクが非常
に高い2-4）。2011年の東日本大震災では2 万人近い規模の
死者･行方不明者が報告され、全犠牲者（年齢不明を含む）
の64.3％が60歳以上だった5）。その後、被災地では75歳以
上の要介護認定者や中度要介護認定者の増加が確認され
ている6）。高齢者介護世帯の防災対策は、減災対策とし
て非常に重要な課題といえる。
　東日本大震災時の避難行動の調査によると、70歳以上
の高齢者の方が70歳未満の高齢者よりも人に避難を促さ

れた割合が高く7）、地震発生時に津波による浸水の危険
性がある場所なのかを知っていることは、避難指示の情
報の取得の可否よりもいざというときの迅速な避難につ
ながっていたことが報告されている8）。高知県四万十町
興津238世帯の調査9）では、地震の際に81.1%の者が避難
すると答え、10.9%の者が避難勧告や避難指示がないと
避難しないと答えている。一方130人の在宅介護家族を
対象として発災直後の避難行動の調査10）では、4割の者
が、避難所は不便、人目が気になる、避難手段が無いな
どの理由から発災時は避難せずに自宅を希望している。
自宅を希望した者は要介護4、5の割合が有意に高かった。
要介護度が高い場合、日頃から避難に関する備えがな
いと発災時に避難行動の困難さを感じることが推測され
る。要介護度が高いと介護者の介護負担感が高くなるこ
とは既に報告されている11）。高齢者介護世帯では、一般
の地域住民以上に平常時から避難行動をどう考えて行っ

要　　　旨
　高齢者介護世帯において災害の備えの実態と避難行動をどう考えているのかを明らかにす
ることを目的とした。高齢者介護 39 世帯を対象とし、質問紙を用いて 1）災害の備え、2）
自宅が一部被災した時にどこで過ごしたいか、3）災害に対する危機感・関心について調査
した。3 日分の食料を備えていた者は約 3 割、引き出しや照明等の固定をしていた者は約１
割にも満たなかった。約半数の者は自宅が一部被災した場合は自宅生活を希望しており、避
難所等を希望した者より地域の防災訓練に参加した割合が有意に高かった。避難行動の認識
と単変量解析の結果から有意な関連がみられたのは避難生活のイメージと居住地域で起こり
やすい災害の認知であり、自宅生活を希望した者の方が避難生活のイメージがない者や起こ
りやすい災害を知らない者の割合が高かった。
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自然災害、災害の備え、避難行動の認識、通所サービス利用者



− 94 −

京田　薫　他

ていくかを検討できるような支援づくりが課題である。
　以上のことより、本研究は災害発生時に自宅が一部被
災した場合の避難行動の認識の違いに焦点を置いて、高
齢者介護世帯における発災直後の災害の備えの実態と避
難行動をどう考えているのかを明らかにすることを目的
とする。

　用語の定義
　災害：地震、津波、台風、水害、地すべり、豪雪など
の自然災害を指す。
　高齢者介護世帯：在宅で要介護状態となっている高齢
者を家族メンバーが介護している、同居集団とする。
　方法
　1．対象
　A県B市の3つの介護通所サービス施設を利用してい
る、要介護の認定を受けた者とその家族43世帯を対象と
した。
　2．調査方法
　施設に研究協力を依頼して、調査の同意を得た要介護
者に対し、介護通所サービス時に研究者が無記名質問用
紙を用いて聞き取り調査を行った。聞き取って記載した
調査用紙は家庭に持ち帰り、家族介護者に回答内容の確
認と追記をしてもらった。次回の通所サービス時に提出
してもらい、回収した。認知症状等があり、聞き取り
調査が不可能な要介護者は家族介護者が全項目を記載し
た。
　3．調査期間
　2014年9月12日～10月23日に実施した。
　4．調査内容
　1）属性と背景
　要介護者の属性として、年齢、性別、介護度、屋外の
移動・排泄の自立度、医薬品の使用の有無、認知症状の
診断の有無の7項目とした。家族介護者の属性として、
年齢、性別、続柄の3項目とした。家庭背景としては、
世帯人数、家族構成、居住年数、経済的なゆとり、被災
経験の有無の5項目とした。
　2）災害に対する危機感・関心
　被災時の自宅や避難所での生活のイメージの有無、居
住地域で起こりやすい災害の認知の2項目とした。
　3）自宅が一部被災した場合の避難行動の認識
　自宅が一部被災した場合、要介護者はどこで過ごした
いかを自宅、避難所、その他で尋ねた。
　4）災害の備え
　家庭生活の継続を想定した備えに対しては、生活必需
品と医薬品の備蓄、家庭環境の備え、災害時の家庭内の
連絡方法の有無、医療・介護施設との安否確認方法の有

無の4項目とした。避難方法に対しては、避難方法、避
難場所と避難経路の確認、福祉防災台帳の登録、地域の
防災訓練への参加の有無の4項目とした。地域住民との
つながりに対しては、近所付き合いの程度、近所付き合
いの必要性の認識、近隣住民からの支援の有無の3項目
とした。
　5．分析方法
　災害の備え、災害に対する危機感・関心の人数と割合
を算出した。避難行動別に災害の備えの違いを分析する
ため、χ2検定、Fisherの直接確率検定を用いて比較した。
避難行動と属性、背景、災害に対する危機感・関心のそ
れぞれとの関連の有無を分析するため、χ2検定、Fisher
の直接確率検定、Mann-WhitneyのU検定を用いた。解
析はSPSS ver.22を用い、有意水準は5%とした。
　6．倫理的配慮
　本研究は金沢大学医学倫理審査委員会の承認を受けて
実施した（H26年8月11日、536-1）。各施設の管理者に文
書と口頭で研究の趣旨を説明し、協力の同意を文書で得
た。要介護者と家族介護者には文書で研究目的と方法を
説明して、参加の同意を文書で得てから調査を実施した。
調査は連結可能匿名化で行った。

　結果
　研究参加の同意を得た43世帯に無記名質問紙調査を実
施し、42世帯から回答を得た（回収率97.7%）。そのうち1
世帯は夫婦共に要介護者だったため除外し、避難行動が
無回答だった2名を分析対象から外し、39世帯を分析対
象とした。
　1．属性と背景（表1）
　1）要介護者と家族介護者の属性
　要介護者の年齢は84.0±8.5歳、女性25人（64.1%）、要
介護1・2は25人（65.8%）、要介護3～5は13人（34.2%）だっ
た。屋外の移動時の要介助者は19人（50.0%）、排泄の要
介助者は16人（41.0%）、医薬品の使用者は38人（97.4%）、
認知症状と診断された者は16人（43.2%）だった。家族介
護者の年齢は67.3±11.4歳、女性23人（69.7%）だった。要
介護者との続柄は、配偶者16人（48.5%）、子13人（39.4%）
だった。
　2）家庭背景
　 一 世 帯 の 人 数 は2.9±1.3人 で、 一 人 暮 ら し5世 帯

（12.8%）、夫婦のみ10世帯（25.6%）だった。居住年数は
37.8±25.7年だった。経済的にゆとりがないと答えたの
は29世帯（76.3%）、被災経験のある者がいる家庭は15世
帯（38.5%）だった。
　2．災害に対する危機感・関心（表2）
　被災時の自宅や避難場所での生活のイメージができる
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表 2　避難行動別にみた災害に対する危機感・関心 人数（%）

表 1　避難行動別にみた属性と背景     平均値±標準偏差、人数（%）
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者は14人（37.8%）、だった。居住地域で起こりやすい災
害を知っている者は35人（89.7%）だった。
　3．避難行動の認識
　自宅が一部被災した場合の避難行動は、自宅で過ごし
たいと思う者が18人（46.2%）、避難所で過ごしたいと思
う者は16人（41.0%）であり、その他の5人（12.8%）は、避
難所以外の場所に避難する、被災の程度による、考えて
いないと答えていた。
　4．災害の備えの実態
　1）家庭生活の継続を想定した備え（表3）
　災害に備えて3日分の食料を備えていた者は13人

（33.3%）、飲料は17人（43.6%）だった。引き出し等にス
トッパーをつける、照明の固定をしていたものは各2人

（5.1%）、飛散防止フィルムの貼付をしていた者は1人
（2.6%）だった。災害時の家庭内の連絡方法を決めていた
者は12人（30.8%）、医療・介護施設との安否確認方法を
決めていた者は9人（24.3%）だった。
　2）避難方法
　発災時に避難は困難と考えていた者は4人（10.2%）だっ
た。避難場所と避難経路を実際に行って確認していた者
は24人（63.2%）だった。福祉防災台帳に登録していない
者は33人（89.2％）だった。地域の防災訓練に参加してい
た者は15人（39.5%）だった。
　3）地域住民とのつながり
　隣近所と互いに相談したり、日用品の貸し借りをす
ると回答した者は14人（36.8%）、立ち話をすると答え
た者は15人（39.5%）、災害時に備えて日頃からの近所付
き合いが必要だと思っていた者は35人（92.1%）だった。
災害時に助けてくれる近隣者がいると答えた者は17人

（45.9%）だった。
　4）避難行動別にみた災害の備えの実態
　自宅が一部被災した場合に、自宅で過ごすとした18人
と自宅以外で過ごすとした21人の2群で備えの実態を比
較した。地域の防災訓練への参加している者の割合を避
難行動別に比較すると、自宅を希望した者11人（61.1%）
の方が、自宅以外で過ごす者4人（20.0%）より有意に高
かった（p<0.010）。家庭生活の継続を想定した備えおよ
び地域住民とのつながりについては、2群間に有意差は
みられなかった。
　5）避難行動と生活状況や災害に対する危機感・関心と
の関連性
　避難行動と、属性、背景にはいずれの項目も関連はみ
られなかった（表1）。避難行動と、災害に対する危機感・
関心との関連の有無を分析した結果、避難行動と被災
時の自宅や避難所での生活のイメージに有意な関連が認
められた（p<0.003）。また避難行動と居住地域で起こり

やすい災害の認知に有意な関連が認められた（p<0.037）。
自宅を希望した者の方が自宅以外で過ごす者より避難生
活のイメージの割合は2人（11.8%）と低く、起こりやすい
災害について知らない割合は4人（22.2%）と高かった（表
2）。

　考察
　1．災害の備えの実態について
　食料は33.3%、飲料は43.6%の者しか備えておらず、引
き出しや照明等の固定をしていた者は5.1%、飛散防止
フィルムの貼付をしていた者は2.6%、家庭内の連絡方法
を決めていた者は30.8%、医療・介護施設との安否確認
方法を決めていた者の割合は24.3%と低かった。要介護
者3～5の在宅要介護者127人を調査した結果12）では、食
料・飲料の備蓄は25.2%、飛散防止フィルムの貼付は1.6%
だった。本研究の対象者とは要介護度が異なることから
単純には比較できないが、本研究よりやや低い割合だっ
た。在宅介護を行っている家庭の引き出しや照明等の固
定についてはこれまで調査されておらず、本研究で初め
て調査した結果であり、発災直後の家庭生活の継続を
想定した備えが不十分な者がいることが示唆された。一
方、18歳以上の住民を対象としたBehavioral Risk Fac-
tor Surveillance Systemの調査13）では、食料は約8割、飲
料は約5割の者が備えており、本研究の対象者よりも高
い割合だった。この要因としては、要介護者のいる家庭
では、要介護者の介護状況などの理由により家族では備
えることが困難な場合や、どんな物をどれだけ備えたら
よいのかわからない、いつ起こるかわからない災害を想
定した備えに対する意識が低いことが推測される。した
がって、高齢者介護世帯の生活上の負担を考慮したうえ
で自助力を強めていけるように、生活を支援する行政機
関や専門職や地域のインフォーマルなサポートにより備
えを一緒に考えたり、災害時に共助を受けやすいしくみ
をつくることが課題と考える。
　避難場所と避難経路を確認していた者の割合は63.2%
と高かった。地域在住の脊髄損傷者21人を対象とした調
査14）では避難場所へ実際に行って確認した者は55.0%で
あり、本研究の方がやや高かった。一方、地域の防災訓
練に参加していた者の割合は39.5%と低く、避難を想定
した備えが不十分な者がいることが示唆された。
　隣近所で互いに相談したり、日用品の貸し借りをする
と答えた者は36.8%、立ち話をすると答えた者は39.5%
だったが、災害時に助けてくれる近隣者はいると答えた
者は45.9%だった。要介護者457人を対象とした研究15）で
は、近所で親しく付き合っている人がいる者は28.7%、
立ち話をする程度の人がいる者は30.0%と、本研究の対
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表 3　避難行動別にみた災害の備え 人数 （%）
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象者よりもやや低い割合であった。災害時に頼りにな
る近所の人の割合は44.0%と本研究と同様の結果だった。
平常時にはなんらかの付き合いがあっても、発災時に自
ら近隣住民に支援を依頼できない高齢者介護世帯がいる
危険性が考えられる。近隣者からのソーシャルサポート
を受けられることで、介護者の孤立感や不安感の軽減に
も効果が期待できることから16）、近所の方との接点の在
り方を地域住民とともに考え、災害時の地域の共助力を
高める必要性が示された。
　2．発災時の避難行動の認識の違いによる支援について
　自宅が一部被災した場合、自宅で過ごしたいと答えた
者は46.2%だった。柳澤ら10）による在宅介護家族130人を
調査した結果では約4割の者が自宅を希望しており、ほ
ぼ同様の割合だった。また自宅を希望した群の方が自宅
を希望しない群よりも要介護者の基本的生活動作の得点
は低く、要介護4、5の割合は有意に高かった10）。本研究
では、避難行動と要介護度との関連は認められなかった。
これは本研究の対象者が通所サービスを利用しており、
送迎時やデイサービス中に座位保持が必要となる対象者
の日常生活動作の特徴の違いから先行研究とは異なった
と考えられる。沿岸地域の3088世帯を対象とした研究17）

では、ハリケーン発生時に避難命令が発令した場合の避
難行動の関連する要因として年齢、性別、人種、教育レ
ベル、海岸線からの距離が報告されている。
　本研究において、自宅での生活を希望していた者は地
域の防災訓練に参加した割合が高かったことから、防災
に対する意識が高いことが予測される。しかし、避難生
活のイメージができる者や居住地域で起こりやすい災害
を知っている者の割合は低かった。このことから、災害
に関する正しい知識を得て、正しい避難行動をとるため
にどんなことが必要かを理解でき、さらに、発災時の生
活のイメージや防災訓練のイメージが具体的にもてるこ
とで、平常にどんな備えが必要かを理解できるような支
援をしていく必要性が示唆された。また、避難所でも生
活できるような支援体制18）を整えて、必要時には避難で
きるような自助を備えておくことが必要である。
　一方、避難所等での生活を希望していた者は、災害に
関する知識があり避難生活をイメージできる割合は高

かったが、地域の防災訓練に参加している割合は低かっ
た。この要因の一つとして、世帯の家族員は、要介護者
の介護等の理由により、地域の防災訓練の参加の話し合
いが困難な可能性がある。したがって、防災訓練の重要
性を伝えることで防災訓練への参加を促し、スムーズに
避難できる体制を整えておく必要があると考える。   
　我々は、発災時に自宅での生活を希望している者ほど
自宅で過ごすための備えを行っており、避難所等での生
活を希望している人ほど避難を想定した備えを行ってい
ると予測していたが、両者には著明な違いはみられず、
どちらにも備えにおける課題が示された。避難行動の認
識の違いに関わらず、高齢者介護世帯は家庭生活の継続
を想定して飲食料や医薬品、介護用品の備蓄や家庭環境
の備えを行っていく必要性が示唆された。
　3．研究の限界と課題
　本研究の対象者は一部の地域と施設の利用者に限られ
ている。今後、対象者数を増やして分析していく必要が
ある。
　
　結論　　
　要介護者を介護している39世帯を対象にして、災害の
備えの実態と避難行動、災害に対する危機感・関心につ
いて調査した結果、食料を備えていた者は3割、飲料は4
割、引き出しや照明等の固定は1割を満たさず、自宅が
一部被災した場合に自宅を希望した者は約半数だった。
避難行動の認識と関連がみられたのは、被災時の自宅や
避難所での生活のイメージ、居住地域で起こりやすい災
害の認知だった。
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Disaster preparedness and evacuation behavior recognition among households 
with in-home elderly healthcare patients
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This study was performed to explore disaster preparedness and evacuation behavior among 
households with elderly residents requiring in-home healthcare. Thirty-nine households with 
day service users were asked to answer a questionnaire about: 1） disaster preparedness, 2） 
where they would want to go if their home were partially damaged in the event of a disaster, 
and 3） to what degree are they concerned about disasters. The results of the investigation 
showed an average of 3-day food supply （30%）, and fastening of furniture and lighting （< 
10%）. Half of the family caregivers expressed a preference to stay at home even if it had 
been partially damaged. Those who wished to stay at home had a significantly higher rate of 
participating in disaster prevention training in the community than the caregivers who did 
not wish to stay at home. Univariate analysis indicated a significant relationship between a 
realistic image of evacuation and knowledge of high-risk disasters in their residential areas. 
Those who expressed a wish to stay at home even if it had been partially damaged had a 
significantly lower rate of realistic evacuation life images and recognition of disaster risks of 
their residential area than others who wished to move to a shelter in such an event. 

Abstract


